





















　 ₃ ． ₂0₁₆年大法院全員合議体判決──北朝鮮住民の相続回復請
求と「時の壁」
Ⅴ　結び




































































国語文献として、정구태「₂0₁₄년 법무부 민법개정위원회의 상속법 개정시안에 대한 
비판적 斷想」강원법학 ₄₁권（₂0₁₄년）₉₈₇ 면 이하，김상식＝김상찬「배우자 상속분 





















































































不可避なことであった」という指摘は印象的である（윤 진 수「상 속 회 북 청 구 권 의 

















































































₁₄）重婚に関する特例（ ₆ 条）、失踪宣告の取消しに関する特例（ ₇ 条）、親生子関係存在






















































₂₆₁면 이하，同『近世의 法과 思想』（₁₉₉₆년、진원）₁₉5면 이하，沈義基「朝鮮時代
의　呈訴期限法」비교법실무연구［Ⅰ］（₁₉₉₇년）₂₆₉면 이하，同『韓國法制史』（₁₉₉₇년、
三英社）₄₈0면이하（제₁₇장「朝鮮時代의　呈訴期限法과 現代韓國의 取得時効法：田

































₁₇）尹眞秀「相續回復請求權의 研究─歴史的　및 比較法的考察」서울대학교 법학 제₄₁권　
₁ 호（₂000년）₁₉₆면．
₁₈）朝鮮高等法院大正 ₉ （₁₉₂0）年 ₆ 月₂₃日判決〔土地所有権確認及び土地所有権移転登
記抹消手続履行請求の件〕大正 ₉ 年民上₁₁₁＝朝鮮高等法院判決録 ₇ 巻₂₈₇頁。
₁₉）朝鮮高等法院大正 ₉ （₁₉₂0）年 ₃ 月₁₂日判決〔家督相続権確認及び民籍抹消手続履行































































































































「상속회북청구권의 시효에 관한 일제시대 관습법의 정립과 왜곡」가졷법연구 ₁₈관
₂ 효（₂00₄년）₂05면 이하 がある。
₂₇）民法改正の時代にあって、興味深い内容を含む議論であるが、本稿では考察すること
ができない。今後、別稿で検討してみたい。関連文献として、李和淑「相續回復請求權
의 時效에 관한 慣習法의 效力」가족법연구₁₈권 ₁ 호（₂00₄년）₂₄₉면 이하，윤진수
「상속회북청구권의 소멸시효에 관한 구관습의 위헌 여부 및 판례의 소급효」비교사법　
₁₁권 ₂ 호（₂00₄년）₂₈5면 이하，장상균「상속회복청구권의 소멸시효에 관한 구관습의　
위헌 여부 및 판례의 소급효」民事裁判의 諸問題 제₁₃관（₂00₄년）₁₈₈면 이하，박근
































































































時から 5 年・行為時から₂0年であるのに対し、政府原案は追認できる時から ₃ 年・行為
時から₁0年である。詐害行為取消権の期間制限に関して、日本民法が取消原因を知った






























































一考察」경희법학 ₂₉권 ₁ 호（₁₉₉₄년）₃5₃면．
韓国民法上の相続回復請求制度に対する史的素描（１）
131
（ ₂ ）大法院₁₉₈₁年 ₁ 月₂₇日宣告₇₉다₈5₄全員合議体判決
【事案】AはBと婚姻した後、Bが元夫との間でもうけたCがAとの間の子で
あるかのように装い、₁₉₄₇年 ₄ 月 5 日に戸籍に登載した。その後、AはBと
離婚し、Xと婚姻し、Xとの間にはDEFの ₃ 人の子がいる。Aが₁₉₆₆年 ₆ 月
₆ 日に死亡すると、A所有であった本件不動産につきX・C・D・E・F名義






















































「相續回復請求權에 관하여」사법논집 ₁0짐（₁₉₇₉년）₂₈₄면 이하、金在晋「相續回復




























































【事案】本件土地の原所有者である亡Aは、₁₉₆₄年 ₃ 月 ₃ 日に死亡し、Aに

















































































のである（民法₁0₁₃条、家事訴訟法 ₂ 条 ₁ 項마類事件₁0、家事訴訟規則₁₁₄
条・₁₁5条）。遺産分割は、相続財産の帰属主体を迅速に確定するという要請
を実現するためのものというよりは、相続財産の公平・円満な分配を目的と
するものである。そのような目的を達成するためには、相続財産の共有状態
が維持されねばならず、もしも共同相続人の一人により他の共同相続人の持
分権が侵害されたときには、他の共同相続人は共有持分権の侵害を排除する
権利を行使して、いつでもその侵害を除去し、本来の共有関係を確保しうる
と解さなければならない。ここに相続回復請求権の除斥期間を適用して、侵
害者にその財産の取得を認めるのは、相続財産に対する公平・円満な分割を
予定している共同相続制度の趣旨に反すると言わざるをえない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　以上のように、₁₉₉0年改正後の大法院全員合議体は、従来の集合権利説を
維持して、相続回復請求権規定の適用を広範囲なものと理解したが、多数の
反対意見が付されたことは、議論の展開上、大きな転機となった。学説から
の判例批判を受けて、民法₉₉₉条に対する違憲訴訟が多発したのである。
（続く。以下は専修法学論集₁₃₂号〔₂0₁₈年〕5₇頁以下に掲載）
